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それぞれの特徴とメリット‧デメリットは以下の通りです。

直接法‧間接法の⽐較表

項⽬ 直接法 間接法

計算のアプローチ 現⾦の「⼊⾦」と「出⾦」を主要な取引ごとに総額で表⽰ 「税引前当期純利益」からスタートし、現⾦の動きがな
い項⽬を調整

メリット 営業活動ごとのキャッシュの流れが直感的にわかりやすい 貸借対照表（B/S）と損益計算書（P/L）があれば⽐較的
簡単に作成できる

デメリット データを個別に集計する必要があり、作成の⼿間とコスト
がかかる

利益と資⾦のズレの要因はわかるが、具体的な取引総額
が⾒えにくい

⼀般的な採⽤ 少ない 圧倒的に多い
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「商品の販売による収⼊」「仕⼊れによる⽀出」「給料の⽀払い」など、取引の内容ごとに現⾦の動きをそのまま記載します。

将来のキャッシュフロー予測に役⽴つため、国際会計基準（IFRS）では推奨されていますが、会計システムから詳細なデータを拾い出す必要があり、実務
上の負担が⼤きいため採⽤企業は少数派です。

直接法：実態把握に優れる

損益計算書の利益から、現⾦収⽀を伴わない費⽤（減価償却費など）を⾜し戻し、売掛⾦や買掛⾦の増減を加減算して計算します。

すでに作成済みの決算書（B/S、P/L）の数字を使って作成できるため⼿間が少なく、⽇本企業の実務では⼤多数がこの間接法を採⽤しています。どちらを
選んでも最終的な「営業キャッシュフローの⾦額」は⼀致します。

間接法：作成が容易で⼀般的


